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費
増
税
ま
で
９
カ
月
を
切
っ

た
。
現
在
の
社
会
保
障
制
度

は
、
赤
字
国
債
に
依
存
し
て

運
営
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
構
造
を
見
直

す
た
め
に
は
、
給
付
抑
制
だ
け
で
は
限

界
が
あ
り
、
消
費
税
率
を
引
き
上
げ
て

い
か
ざ
る
を
得
な
い
。

　
た
だ
、
２
０
１
９
年
は
世
界
経
済
成

長
率
の
減
速
が
予
想
さ
れ
て
い
る
。
米

中
の
貿
易
摩
擦
や
英
国
の
Ｅ
Ｕ
離
脱
な

ど
懸
念
材
料
も
多
い
。
日
本
経
済
の
け

ん
引
役
で
あ
る
外
需
の
先
行
き
不
透
明

感
が
強
ま
る
中
、
10
月
に
予
定
さ
れ
る

消
費
増
税
を
乗
り
切
る
た
め
に
も
、
一

定
の
経
済
対
策
は
必
要
だ
。

　
14
年
４
月
の
消
費
増
税
に
比
べ
る
と
、

今
回
は
税
率
引
き
上
げ
幅
が
小
さ
い
。

軽
減
税
率
制
度
や
教
育
無
償
化
等
も
実

施
さ
れ
る
た
め
、
家
計
の
負
担
は
大
幅

に
抑
え
ら
れ
る
。
さ
ら
に
19
年
度
の
政

府
予
算
案
で
は
、
公
共
投
資
や
自
動
車

・
住
宅
の
購
入
支
援
、
プ
レ
ミ
ア
ム
付

き
商
品
券
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
時

の
ポ
イ
ン
ト
還
元
制
度
な
ど
２
・
０
兆

円
の
対
策
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

　
マ
ク
ロ
計
量
モ
デ
ル
を
用
い
て
消
費

増
税
と
関
連
施
策
に
よ
る
経
済
へ
の
影

響
を
試
算
す
る
と
、
19
年
度
は
各
種
施

策
の
景
気
押
し
上
げ
効
果
が
増
税
に
よ

る
悪
影
響
を
わ
ず
か
に
上
回
る
。
外
需

が
腰
折
れ
し
な
い
限
り
、
19
年
度
の
実

質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
国
内
総
生
産
）
は
プ
ラ
ス

成
長
を
維
持
す
る
だ
ろ
う
。

　
だ
が
、
消
費
増
税
対
策
の
中
身
を
見

る
と
、
そ
の
目
的
は
需
要
平
準
化
や
中

小
企
業
支
援
、
低
所
得
者
対
策
、
商
店

街
活
性
化
な
ど
複
数
あ
り
、
結
果
と
し

て
総
花
的
で
ば
ら
ま
き
色
が
強
い
。

　
例
え
ば
、
ポ
イ
ン
ト
還
元
制
度
は
増

税
後
９
カ
月
間
に
限
り
実
施
さ
れ
る
が
、

中
小
小
売
店
で
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済

を
行
う
と
、
増
税
幅
を
超
え
る
還
元
率

で
ポ
イ
ン
ト
が
付
与
さ
れ
る
。
ま
た
、

所
得
の
多
寡
に
か
か
わ
ら
ず
誰
で
も
制

度
を
利
用
で
き
、
取
得
す
る
ポ
イ
ン
ト

に
上
限
が
な
い
な
ど
、
制
度
利
用
へ
の

強
い
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
あ
る
。

　
そ
の
た
め
、
ポ
イ
ン
ト
還
元
制
度
は

需
要
平
準
化
策
の
一
つ
に
位
置
付
け
ら

れ
て
い
る
が
、
終
了
前
後
に
駆
け
込
み

需
要
と
反
動
減
が
発
生
し
、
景
気
の
振

幅
が
か
え
っ
て
大
き
く
な
る
恐
れ
が
あ

る
。
そ
れ
を
回
避
し
よ
う
と
、
制
度
を

延
長
す
る
こ
と
に
も
な
り
か
ね
な
い
。

　
消
費
増
税
後
の
景
気
へ
の
目
配
り
は

必
要
だ
が
、
増
税
対
策
が
家
計
や
企
業

の
経
済
活
動
に
ゆ
が
み
を
与
え
な
い
か

注
意
す
べ
き
だ
。
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